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条例案の提出状況と審議結果

※注１ 都道府県については、平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの間の状況である。
※注２ 市区については、平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの間の状況である。
※注３ 町村については、平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの間の状況である。
※注４ 各欄下段の括弧内の計数は、提出件数に占める長・議員のそれぞれの提出件数の割合である。

出典：全国都道府県議会議長会調べ、市議会の活動に関する実態調査結果（全国市議会議長会）、
全国町村議会議長会調べ

原案可決 修正議決 否決 継続審査 その他

3,303 3,283 4 8 1 7
( 94.4%) ( 95.4%) ( 80.0%) ( 18.6%) ( 50.0%) ( 87.5%)

196 158 1 35 1 1
( 5.6%) ( 4.6%) ( 20.0%) ( 81.4%) ( 50.0%) ( 12.5%)

1 1 0 0 0 0
( 0.0%) ( 0.0%) ( 0.0%) ( 0.0%) ( 0.0%) ( 0.0%)

3,500 3,442 5 43 2 8

37,926 - - - - -
( 96.2%)

1,493 1,183 3 267 24 16
( 3.8%) - - - - -

39,419 1,183 3 267 24 16

25,423 25,169 63 115 0 76
( 93.4%) ( 93.6%) ( 98.4%) ( 63.9%) ( 0.0%) ( 91.6%)

1,745 1,673 1 64 0 7
( 6.4%) ( 6.2%) ( 1.6%) ( 35.6%) ( 0.0%) ( 8.4%)

60 59 0 1 0 0
( 0.2%) ( 0.2%) ( 0.0%) ( 0.6%) ( 0.0%) ( 0.0%)

27,228 26,901 64 180 0 83
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都道府県議会議員による条例案の提出状況

出典：議員提出条例に関する調べ（全国都道府県議会議長会調）

（単位：件）
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平成１３年 18 18 0 0 0 0 0 0 9 7 0 2 0 0 0 0 126 122 0 2 0 0 0 2 153 147 0 4 0 0 0 2

平成１４年 21 21 0 0 0 0 0 0 47 38 0 9 0 0 0 0 111 99 0 7 2 0 0 3 179 158 0 16 2 0 0 3

平成１５年 33 33 0 0 0 0 0 0 15 14 0 0 0 0 1 0 91 74 0 8 0 3 0 6 139 121 0 8 0 3 1 6

平成１６年 63 63 0 0 0 0 0 0 62 55 0 7 0 0 0 0 75 67 2 5 1 0 0 0 200 185 2 12 1 0 0 0

平成１７年 27 27 0 0 0 0 0 0 66 60 0 6 0 0 0 0 92 75 4 10 1 1 0 1 185 162 4 16 1 1 0 1

平成１８年 41 41 0 0 0 0 0 0 73 53 0 20 0 0 0 0 83 65 1 15 1 0 0 1 197 159 1 35 1 0 0 1

合計委員会条例 議会議員定数条例 その他条例
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新規条例案 改正条例案 廃止条例案 処理状況

平均 原案

可決

修正

可決
否決

継続

審査

審議未
了・撤
回・そ
の他

1,388

(81.3%)

753

(74.4%)

666

(78.5%)

1,178

(83.8%)

1,183

(79.2%)

2.6
8

(0.4%)

241

(14.1%)

5

(0.4%)

195

(19.2%)

148

(17.5%)

178

(12.7%)

267

(17.9%)

5

(0.6%)

3

(0.2%)

3

(0.2%)

2.0

1.9

2.3

2.4

34

(1.9%)

17

(1.6%)

18

(2.1%)

24

(1.7%)

24

(1.6%)

新規条
例案総
件数

新規条
例案平
均

改正条
例案総
件数

改正条
例案平
均

廃止条
例案総
件数

廃止条
例案平
均

平成１４年
697

(457市)
1.5

1,009

(502市)
2.0 － －

1,706

(641市)

35

(2.0%)

平成１５年
202

(134市)
1.5

784

(436市)
1.7 － －

986

(482市)

42

(4.1%)

平成１６年
279

(159市)
1.7

559

(337市)
1.6

10

(8市)
1.2

848

(431市)

11

(1.3%)

平成１７年
544

(268市)
2.0

847

(451市)
1.8

14

(13市)
1.0

1,405

(586市)

22

(1.6%)

平成１８年
422

(231市)
1.8

1,060

(531市)
2.0

11

(11市)
1.0

1,493

(631市)

16

(1.1%)

総件数

※注 各年１月１日から１２月３１日までの状況である。

出典：市議会の活動に関する実態調査結果（全国市議会議長会）

市議会議員による条例案の提出状況
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長提出議案の審議状況

※注１ 都道府県については、平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの間の状況である。
※注２ 市区については、平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの間の状況である。
※注３ 町村については、平成１８年７月１日から平成１９年６月３０日までの間の状況であり、速報値である。
※注４ 各欄下段の括弧内の計数は、「合計」に占める構成比である。

出典：全国都道府県議会議長会調べ、市議会の活動に関する実態調査結果（全国市議会議長会）、
全国町村議会議長会調べ

原案可決 修正議決 否決 継続審査 その他 合計

8,629 10 40 52 15 8,746

( 98.7%) ( 0.1%) ( 0.5%) ( 0.6%) ( 0.2%) ( 100.0%)

121,727 231 252 384 217 122,811

( 99.1%) ( 0.2%) ( 0.2%) ( 0.3%) ( 0.2%) ( 100.0%)

91,983 103 299 - 221 92,606

( 99.3%) ( 0.1%) ( 0.3%) - ( 0.2%) ( 100.0%)
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市区

町村
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出典：平成１５年４月執行地方選挙結果調（総務省）
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都道府県の公聴会・参考人制度の活用状況

・ 公聴会の開催件数 ０件
・ 参考人の招致会議 １２７件（延べ３６４人）

※注 平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの状況である。

出典：参考人の出席を求めた事例に関する調（全国都道府県議会議長会）
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地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決すべき事件

条例制定団体数 条例数 議決すべき事件数

30 45 103
( 63.8%)

( 0.96) ( 2.19)
233 285 464

( 12.4%)
( 0.15) ( 0.25)

263 330 567

( 13.7%)

( 0.17) ( 0.30)

都道府県

市区町村

合計

※注１ 平成１９年４月１日現在の状況であり、速報値である。
※注２ 「条例制定団体数」欄の中段の括弧内の計数は、各団体区分ごとの条例制定率である。
※注３ 「条例数」欄の下段の括弧内の計数は、各団体区分ごとに制定された条例の平均数である。
※注４ 「議決すべき事件数」欄の下段の括弧内の計数は、各団体区分ごとの平均件数である。

出典：総務省調べ

◎ 上記条例制定団体のうち、基本計画等の策定等を議決事件としている団体
・ 都道府県 １６団体
・ 市区町村 ４６団体
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地方自治法第９８条に基づく議会の検閲・検査・監査の請求の状況

検閲・検査 監査の請求

3 4 1 3

( 6.4%)

( 0.09) ( 0.02) ( 0.06)

57 123 98 25

( 3.0%)

( 0.07) ( 0.05) ( 0.01)

60 127 99 28

( 3.1%)

( 0.07) ( 0.05) ( 0.01)

件数
内訳

都道府県

団体数

市区町村

合計

※注１ 平成１５年４月１日から平成１９年３月３１日までの間の状況であり、速報値である。
※注２ 「団体数」欄の上段の計数は、地方自治法第９８条に基づき、検閲・検査、監査の請求を行った団体の数である。
※注３ 「団体数」欄の中段の括弧内の計数は、各団体区分ごとの上記検閲等を行った団体の割合である。
※注４ 「件数」欄・「検閲・検査」欄・「監査の請求」欄の下段の括弧内の計数は、各団体区分ごとの平均件数である。

出典：総務省調べ
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地方自治法第１００条に基づく議会の調査の状況

4 5

( 8.5%)

( 0.11)

114 136

( 6.1%)

( 0.07)

118 141

( 6.1%)

( 0.07)

市区町村

合計

調査事項数

都道府県

団体数

※注１ 平成１５年４月１日から平成１９年３月３１日までの間の状況であり、速報値である。
※注２ 「団体数」欄の上段の計数は、地方自治法第１００条第１項に基づく調査を行った団体の数である。
※注３ 「団体数」欄の中段の括弧内の計数は、各団体区分ごとの上記調査を行った団体の割合である。
※注４ 「調査事項数」欄の上段の計数は、上記調査の実施件数である。
※注５ 「調査事項数」欄の下段の括弧内の計数は、各団体区分ごとの平均件数である。

出典：総務省調べ
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議会の図書室の設置状況等
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出典：第１０回都道府県議会提要（全国都道府県議会議長会）

※注 平成１５年７月１日現在の都道府県における議会の図書室の設置状況等である。
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